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	二〇〇二年三月期に松下は上場来初の巨額赤字を計上した。その原因は、古い時代に成功を成し遂げたものにあり、それらの改革は待ったなしの状況に陥った。中村邦夫社長による松下の大改革は多岐にわたる。環境の変化により時代にそぐわなくなった旧来のものを破壊し、時代にマッチしたものを新たにそれぞれ創造した。企業戦略のケーススタディとして興味深い内容が多々ある。

●【組織構造改革】

事業部制の組織構造は、高度成長期の大量生産大量販売で大成功した。しかし、ＩＴ化とグローバル化により需要側と供給側の両方で変化が起こり、現在、事業部制は機能しなくなった。中村は企業の利益最大化のためにトータルマネジメント(全体最適)の重要性を説く。トータルマネジメントを有効に行う組織として、「軽くて早い組織」へと改革した。

●【国内流通改革】

松下幸之助は「共存共栄」の理念の下、ショップ店を手厚く保護し、育成した。しかし海外の安い家電品の増加や量販店の台頭により、次第にショップ店の存在意義は薄れてきた。中村はそれまでの過剰な支援を廃止し、やる気のあるショップ店にのみ支援を促すように試みた。

●【モノ作り改革】

松下の営業は単なる売り子であり、マーケティング能力はなかった。したがって、商品開発における営業の力は弱く、「開発の論理」がまかり通っていた。しかし、モノを作っても売れない時代になった今、顧客ニーズを反映しない商品は売れない。中村は営業部隊をマーケティングのプロ集団へと改革し、「市場の論理」を商品開発に反映させた。これにより、開発・製造・販売の一体化したモノ作りを実現している。

●【雇用・人事改革】

松下では「雇用」への不可侵は絶対であった。また、社員は極端な同質性を持ち合わせていた。現代は環境変化が早く、人的資源の需要変化が激しい。また、創造的なビジネスのみが生き残る時代になった。こうした状況を受け、中村はリストラと賃金制度の改革によってこれらの問題に対処した。


1． はじめに
(1) 創業者の呪縛
高度成長期時代に大成功を収めた

松下電器は創業以来、モノ不足の解決を使命に発展してきた。特に、高度経済成長期では家電事業は社会のニーズに最もよく合う事業コンセプトであった。こうした状況の中、創業者である松下幸之助の強力なリーダーシップの下に松下は夢のような成功を収めた。

「経営の神様」としての幸之助
幸之助は「経営の神様」として国民的英雄となった。幸之助は驚異的な視野の広さと、透徹した思考をあわせ持つ人物で、人柄にも定評があり、経営者として類稀な才能を発揮した。カリスマ性をもつ幸之助に松下グループ内の従業員からショップ店店主まで、信奉者は多い。

偉大すぎる幸之助と成功体験による束縛

しかし、幸之助が偉大すぎるがゆえに、彼自身とその成功体験が松下のイノベーションを阻害する存在となっていた。一九三九年、幸之助は経営理念に基づく経営基本方針を確立した。この経営基本方針は高度経済成長期までは効果を発揮したが、時代が進むにつれこの経営基本方針は時代にそぐわないものになっていた。にもかかわらず、新しい経営政策を実行しようとすると、幸之助の経営理念をもとに妨害されることが多々あった。したがって、永く幸之助の作り上げたものを改革するには至らなかった。
(2) 中村邦夫による松下の大改革
改革は必然であった
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二〇〇二年三月期に松下は上場来初の巨額赤字を計上した。その原因は古い時代に大成功の源泉となったものにあった。上述のように松下の改革は困難であったが、時代の変化により改革を迫られた。その大番頭をなったのが中村邦夫社長である。改革は多岐にわたり、松下の旧来のものを破壊し、時代にマッチしたものをそれぞれ創造した。
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(3) このレポートについて
このレポートでは、中村の改革を、組織改革、国内流通改革、モノ作り改革、雇用・人事改革として取り上げた。破壊の対象になったものの概要から、改革の背景、改革の内容を考察する。
2． 組織改革　―事業部制の崩壊―
(1) 松下の事業部制はかつての成長の原動力
事業部制の目的は、

「責任経営」と
「経営者の育成」
松下幸之助は、１９３３年に事業部制を導入した。その理由は、事業規模が拡大した会社を幸之助だけで管理できなくなったことにある。事業部制の本質は、自主責任である。製品ごとに分けられた事業部の管理すべてを事業部長に分権化することで、製品の採算や収益管理を徹底する（責任経営）とともに経営者を育成する。いわば、事業部は一つの会社とみなされた。
補足：職能別組織

事業部制組織と対比されるのが職能別組織である。営業部、製造部、人事部、経理部、企画部というように職能ごとに専門化された組織を指す。事業部制と異なり、製品横断的に業務を行う。比較的小規模な企業であれば、職能別組織のほうが効率的である。製品ごとの需要格差に対してヒト、カネ等の資源を柔軟にシフトできるからだ。
事業部制はモノ中心の社会に最適な組織
大組織の中で個々の組織の活力を発揮する事業部制は、８０年代初頭まで、とくに経済成長期の松下の業績に大きく貢献した。当時は新製品とともに市場が生まれた。つまり、冷蔵庫は冷蔵庫、カラーテレビはカラーテレビと単品ごとに成長を追及できた。したがって事業部同士の競争は互いの市場を侵すことなく、大量生産大量販売によって企業全体の売上は増大した。事業部制はモノ中心の工業化社会に最適な組織形態であったといえる。
(2) 事業部制崩壊の背景
松下の徹底した事業部制は時を経て、成長の原動力から経営上の問題と変化した。問題とは、具体的には、松下全体の利益を損なうことである。なぜ事業部制がこのような弊害と化したか、ここではその理由を大きくⅠ.制度疲労、Ⅱ.経営環境の変化、に分けて述べる。
Ⅰ.制度疲労
<制度疲労その①>
行き過ぎた権限委譲

先述のように松下の事業部制は、事業部ごとに大きな権限を付与された。こうしたエンパワーメントは事業部の群雄割拠を招き、事業部間の交流が妨げられた。結果、社内に事業部間の高い壁を作ることになった。
Case：デジタルテレビ開発の苦悩
マルチメディア技術担当の櫛木好明常務は、アナログテレビ全盛時代の九七年に、事業部制の壁の中でまったく原理の異なるデジタルテレビを開発することの困難さを、次のように語っている。
「九四年六月にディレクＴＶが放送開始になり、松下はデジタル放送用のセットトップボックスを開発しましたが、原価が高すぎて、まるで商売にならなかった。売値より原価のほうが高いという始末でしたから、デジタルテレビを開発するぞといっても、社内はすぐにはまとまりませんでした。しかし、今振り返ってみると、当為はまだアナログ全盛の時代ですから、アナログとデジタルの壁がある。さらに現業事業と革新事業の壁がある。そこには事業部制の高い壁があって、それを乗り越えるまでが大変でした。」

<制度疲労その②>

独立採算による弊害と矛盾
松下の事業部ごとの独立採算制をとり、利益率一本で評価されてきた。とくに事業部単体（子会社を除く本体）の利益が重視された。この結果、二つの問題を生んだ。

第一に、事業部長の起業家精神の低下である。事業部の良し悪しは利益率のみで量られるため、事業部長は総じて、野心的だが見通しのはっきりしないもの、利益を出すまで時間がかかるもの、自分の事業の利益にならないものなど、利益率を下げそうなビジネスに消極的になる。結果、事業展開が小粒化し、たとえ成功しても実入りがなくなる。稼ぎが少なくなり、さらにリスクを取らなくなるといった悪循環に陥った。
第二に、子会社の利益搾取である。松下では、直径子会社を含めた事業部全体より、事業部単体の成績が優先された。具体的には、本体の事業部が海外の工場に対して、原材料や設備を高い値段で売りつけるなどして本体の事業部の利益が確保された。つまり、全体最適よりも部分最適が優先された。
Ⅱ.経営環境の変化
IＴ化（デジタル化・ネットワーク化）とグローバル化により、近年、経営環境が激変した。変化は需要側、供給側の両面で起こっている。
<需要側>
消費者ニーズの多様化と高度化
消費者の商品ニーズは多様化し、さらに要求水準も飛躍的に向上した。消費者の周囲には競合他社の類似品が大量に存在し、また商品に関する情報も簡単に獲得できる環境にある。また、消費者の価値観が多様化するとともに、価値観の変化も早くなった。これらは、モノを作れば売れた時代からモノを作っても売れない時代への変化といえる。製品別による単純な事業部制はこうした消費者のニーズに対応できない。
<需要側>
商品のＩＴ化

ユビキタス社会実現のために商品のＩＴ化が急激に進んでいる。ユビキタス社会では情報機器はそれぞれ一種の端末になり、相互に結びついてネットワークを構成する。したがって、商品が商品ごとに分かれていた時と状況は大きく異なる。こうした状況下で、松下グループ内の事業部制どうしの競合関係がさらに強まり、年間売り上げに換算すれば〇四年時点で約一兆円の事業が重複していた。
<供給側>
スピード勝負の競争環境へ
現在、企業の優劣が規模の大小ではなく、スピードで決まる。これはＩＴ化やグローバル化が進む中で、企業間競争がオセロゲーム型に変容したことに起因する。オセロゲーム型とは、企業の優位性は一瞬で入れ替わる可能性があり、さらに競争のスピードが非常に速いことを指す。事業横断的な意思決定、開発等が極端に遅い事業部制では対処できない。
<供給側>
競争相手の多様化、

競争の激化
競争相手が多様化し、競争が激化している。例えば、韓国のサムスン電子は現時点で、株式時価総額、利益ともに松下をはるかに凌駕している。硬直的で非効率的な事業部制では、グローバルに激しい競争環境で勝ち残れない。
(3) トータルマネジメントのための組織づくり
現在、トータルマネジメントが必要不可欠
上述のように松下の事業部制は、松下グループ全体の利益の最大化に貢献していない。その根本的な問題は、製品ごとに事業部が存在し、かつその独立性があまりにも高いことだ。この点で事業部制を根幹とする経営のコンセプトと時代とのズレがある。その結果として、事業部間の競争や協力意識の皆無といった実態が生じている。現在、求められているのはトータルマネジメント（全体最適）であり、これこそ中村が事業部制を破壊した最大の目的である。
軽くて早い組織が、トータルマネジメントを実現する
トータルマネジメントの本質は、有望な事業への戦略的投資である。そして現在の変化が早い経営環境でこの効果を発揮するためには、軽くて早い組織であることが前提である。
グループ構造改革で

軽い組織に
軽い組織はスリムな（シンプルな）組織を意味する。中村は、グループ内の上場会社を完全子会社化して、時代に即応した事業ドメイン別の会社に再編した。さらに、製品ごとではない大きな枠組みでの事業部に分け、事業部の数を激減させた。(グループ構造の再編については、後のページの再編図を参考されたい。)
Case：松下電池工業㈱の再編
松下電池には、従来は九つの事業部が存在したが、今回の改革で二つの大きな事業部に編成し直された。これは、八つの壁が一つになったことを意味し、それだけでもヒト、モノ、カネ、情報の流れは円滑になったと思われる。
注）中村による事業部制廃止とは、事業部を根絶することではない。小さな事業部でも必要であれば残し、大きな枠組みにして残したほうがよければそうし、完全廃止がよければ廃止する。
組織の階層圧縮で
フラットな組織に

早い組織はフラットな組織を意味する。中村は、組織の階層を圧縮するとともに、報告を簡素化させることで、情報伝達のスピードの向上を図った。階層の圧縮のために、具体的には、部課制を廃止し、チーム制を導入した。これにより組織の官僚化(典型的には、上意下達のピラミッド型組織)を崩した。
Case：圧縮された階層
マーケティング本部におけるプラズマテレビの担当者は３２歳である。彼の上司は本部長であり、その本部長と中村氏はダイレクトにつながる。
Case：三行報告
中村は五百人ほどの幹部社員に携帯電話を持たせて、メールでやり取りをする。携帯電話であるがために要点だけをスピーディにやり取りしている。

3． 国内家電流通改革　―ショップ店の淘汰―
(1) 松下と地域電器専門店（ショップ店）の密接な関係
ショップ店は松下幸之助への思い入れが強い
高品質の製品を廉価で大量に販売する「水道哲学」を実施するために、幸之助は一九五〇年代後半からショップ店が組織化された。「熱海会談」を経るなどして、松下とショップ店の関係は強固なものとなった。
補足：水道哲学

幸之助の経営理念。「実業人の使命は貧乏の克服である」とし、商売や生産は、自らの繁栄ではなく社会を富ましめるためのものと捉えた。そして、その方法を「物資の生産に次ぐ生産」とした。つまり、道端の水のごとく物資を供給して貧乏を克服する、という意味である。
Case：熱海会談

一九六四年、家電製品の乱売合戦が過熱したため、大量の流通在庫が生じていた。その結果、ショップ店の店主は松下の販売や資金繰り等に対して相当の不満や不安を抱えていた。これに対して、幸之助自身が店主らを熱海に集めて対応した。三日間の課詰め状態となり、結局、最後はみなで涙を流して一致協力を誓った。
ショップ店は高度経済成長期の松下の成長ドライバ
全国に組織された地域電器専門店(松下内ではショップ店という)はかつて、家電王国・松下の原動力だった。松下は高度経済成長期にその大きな販売網を利用し、安定的価格で大量販売を行った。
Case：地域密着のショップ店

地域に根をおろしたショップ店は近隣家庭の家族構成、嗜好、年収水準まで熟知し、修理を頼まれれば消費者の家まで上りこんで修理をした。近所づきあいのような人間関係を通じて各家庭の様子をよく知り、テレビや冷蔵庫などの大型家電の買い替えの時期を予測して新商品を売り込んだ。
「共存共栄」の下、松下はショップ店を保護・育成
大型量販店が少なかった高度経済成長時代、松下とショップ店の関係は「共存共栄」だった。家電の需要が急増する中、ショップ店は松下のブランドの強さを背景に様々な松下商品を販売し、アフターサービスに力を入れ、買い替えの提案につなげるという好循環を生んだ。松下商品だけを扱うショップ店の躍進は、松下の業績拡大に直結し、松下もショップ店をヒト・モノ・カネのあらゆる面で支援し、手厚く保護・育成した。
Case：松下とショップ店の密接な関係
松下はショップ店担当の営業組織を全国に張り巡らせ、繁忙期には営業担当者が手伝った。また、販売キャンペーン用のチラシは松下が用意し、時にはキャンペーン費用の一部も担うこともあった。
(2) ショップ店淘汰の背景

海外メーカー参入により松下のマーケットシェア低下
家電業界のグローバル化により松下の商品のマーケットシェアが低下している。九〇年から〇四年のデータによれば、家電品の｢国内生産額｣は０．７２倍に低下している。一方、｢輸入額｣は５．４９倍に急増している。





量販店の拡大
地域電器専門店のライバルである量販店が台頭してきている。地域電器専門店の業界売上高に占める割合は、～昭和三五年(８８％)、昭和三五～五五年(６９％)、昭和五五～六三年(４６％)と量販店の存在感が高まるにつれ低下し、ついには平成十二年(１８％)となった。一方、松下の国内家電販売額におけるショップ店の比率も、平成四年(６０％)から平成一四年(４０％)にまで低下した。





ショップ店の二極化
戸田一雄副社長は全国のショップ店を訪問した際の感想として以下のようなことを述べている。「必死で頑張っている店と開店休業の店の二極化を実感した。」松下から同様の支援を受けるショップ店でも、店主により店の状況がかなり異なる。
(3) 「パートナー」としてのショップ店
「保護・育成」の対象から「パートナー」へ
上述のようにショップ店のプレゼンスが低下する中で、松下のショップ店への過剰な支援の改革は、まったなしとなった。そこで松下は、ショップ店を「保護・育成」の対象から「パートナー」へとみなすようになった。現在、松下はやる気のあるショップ店のみに手厚い支援を行い、やる気のないショップ店は淘汰されても仕方ないと考えている。
手厚い支援による経営改善
松下は、プロショップ道場の開催や重点商品の販売達成度に応じた奨励金支給や専用商品の供給など、店の経営努力を引き出す仕組み構築に画策する。また、商談会で個別に販売目標を設定するなど店舗経営にも積極的に干渉している。

Case：プロショップ道場

プロショップ道場は、ショップ店の店主や従業員を対象に外部の経営コンサルタントが店舗戦略や顧客開拓のノウハウを叩き込む場である。月に一回程度実施され、千二百店ほどのショップ店が参加する。
(4) 考察
上述のように、地域電器専門店の存在意義が低下している。こうした状況下で、メーカーは系列店に対してどのような戦略を取ればいいのだろうか。系列店の展望を考察する。
◇系列店と量販店の比較◇
顧客の視点から改めて系列店量販店を比較して、系列店のメリットを検討する。ここでは、顧客へ与える感情的ベネフィットと機能的ベネフィットに分けて考える。
　　Ⅰ.感情的ベネフィット
ブランド選択に関する情緒的価値はたくさんあるが、大企業の製品を系列店で購入する際の最大の感情的ベネフィットは「安心」であろう。「信頼」とも言い換えられる。

　　Ⅱ.機能的ベネフィット

機能的ベネフィットをマーケティングの４Ｐの観点から考える。

①Product:製品に違いがないため、品揃えの良い量販店の勝ち点。
②Price：いわずもがな、量販店の勝ち点。
③Place：「近さ」で系列店の勝ち点。

④Promote：両者に情報の質的な差異は見られない。量的観点から見て、量販店の勝ち点。

◇メーカーによる系列店の利用法◇
系列店による商品の販売に関しては、すでに述べた松下の行う支援で大きな間違いはないように思われる。そこで、系列店による売上増加の限界も加味し、上記の系列店のメリットを踏まえ、以下に販売以外の役割としての系列店の利用法を考えた。
・情報収集
系列店は顧客の生の声を効率的に収集できるだろう。これにあたり、情報収集の方法を標準化し、ノウハウを店主らに指導することが重要である。

・サービス戦略の実行部隊
川下の戦略の一部を系列店で実行する。痒いところに手が届くようなサービスを展開したい。
4． モノづくり改革　―マーケティング本部設置の必然―
(1) 営業力の弱い商品開発
ここでいう営業力とは、マーケティング全般を取り仕切る力のことである。
マーケティング能力の育たない環境①
松下は、マーケティングの能力が育まれる環境ではなった。その理由は、「マネした電器」と揶揄される所以にある。独創的な商品開発は、失敗のリスクを持つ。したがって、松下は独創的な品開発はソニーなどのライバルメーカーに委ね、後にキャッチアップした。このように後発優位の恩恵を受けられたのは、松下の強力な「技術力」と「販売力」による。しかし、こうした環境ではマーケティングの能力は育たない。
マーケティング能力の育たない環境②
国内の営業は「売り子」としての役割が与えられた。マーケティングの範疇は広く、商品企画や原価計算、宣伝や広報と多岐にわたる。営業は、程度の差こそあれ、これらのプロフェッショナルであるべきである。しかし、他のセクションがこれらすべてを担当し、営業の役割は限定的であった。
「開発の論理」中心の商品開発

松下の商品開発は、「開発の論理」が中心であった。開発現場の意見が強く反映され、「良いモノ(すごい機能を備えているモノ)は必ず売れる」という意識の下、商品開発が行われた。
Case：

松下は〇二年、空気清浄能力はもとより電気代が従来の三分の一の空気清浄機を開発した。張り切る開発担当者の主導の下、節電をＰＲして商品を販売したところ、除菌効果など基本性能の強化をアピールする他者製品に完敗した。
(2) 顧客志向の重要性
消費者の本質的ニーズを捉えた商品のみが売れる
先述のように消費者の消費者ニーズは多様化している。また、消費者は従来よりもはるかにモノを買う際に比較検討する機会を与えられている。こういった環境では、表層的なニーズではなくより本質的なニーズに基づく商品のみが売れる。この本質的なニーズは概して不透明である。
消費者の声を逐一、把握し、商品開発せねばならない
家電商品のＩＴ化が進んでいる。ＩＴの技術革新は強烈に早いため、商品ライフサイクルの短縮を意味する。したがって、消費者の声を即時的に商品開発に反映する必要性が飛躍的に高まっている。
(3) 強い商品を生むためのマーケティング本部
事業部から営業機能を収奪

以上、現在、商品開発へのマーケティングの必要性は高まっている。しかし、松下の営業は事業部の中に存在するがために、マーケット無視の論理が先行していた。そこで、中村は、事業部から営業機能をすべて奪い、それらを二つの巨大な営業部隊に統合した。それが、パナソニックマーケティング本部とナショナルマーケティング本部である。
「開発の論理」から

「マーケットの論理」へ

二つのマーケティング本部設置の最大の目的は、「開発の論理」から「マーケットの論理」への価値観の改革である。「マーケットの論理」によるモノ作りで、徹底的に消費者を意識した強い商品を生むためだ。マーケティング本部は、製品の開発、製造を担当するビジネス・ユニット(以下、ＢＵ)に対して、容赦なく、他者に負けない機能と価格を備えた商品を、いつ、どのタイミングで発売するか、さらに、広告・宣伝まで視野に入れた注文をつける。
Case：「ＶＩＥｒＡ」の成功

「ＶＩＥｒＡ」の成功は、マーケティング本部主導の商品開発に起因する。ポイントは、「購買意欲をくすぐる機能」と「プライスポイントに沿った価格設定」、「商品情報を発信するタイミング」だ。詳細は割愛するが、これらを満たすためにマーケティング本部の担当者は、ＢＵに常識を超えた要求をいくつも突きつけた。開発・製造・販売の一体化による商品開発の成功の好例である。
海外営業にならう若手らによるマーケティング本部
とはいえ、価値観を改革するのは容易ではない。この改革の鍵は二つある。

第一に、海外営業での成功体験を持つ者をマーケティング本部のリーダーにした。海外営業は、国内営業と違いマーケティングのプロである。そこでの成功者が強力なリーダーシップで改革にあたった。
第二に、マーケティング本部の構成要員は三十台中心の若手が選ばれた。旧来の営業を払拭するため、ドラスチックなスクリーニングが行われた。

5． 雇用・人事改革　―リストラと賃金制度改変―
(1) 松下の雇用・人事の特徴
人員削減はタブー
松下は絶対に人員削減をしない、という神話があり、雇用に関しては非常に敏感であった。これは幸之助の理念に基づいている。したがって、「雇用」への不可侵が絶対となった。
Case：松下幸之助による雇用維持の伝説

昭和四年、不景気により販売が半減して在庫が増大し、松下は危機的状況に陥った。このとき幸之助は雇用維持を決意し、半日勤務と休日返上の在庫品販売で乗り切った。
社員は同質的

松下の社員は金太郎飴のごとく同質である。幸之助の理念を愚直に実直に実践する姿勢を持つ。こうした均質性は、大量生産大量販売の時代の画一的なビジネスにマッチし、強みとして発揮された。

個人能力の低下
松下の社員への手厚いもてなしは、共同体としての意識を強めた。また、一つの事業部内で同じ仕事をして会社人生を終わらす人が少なくなかった。社員にとって安住した生活といえたが、人事異動がないことで新しいことにチャレンジする機会もなく、個人の可能性、また企業としての効率性を失うこことなった。

(2) 環境変化による人的資源への影響
人員削減の必要性が高まる
これまで述べてきたことも含め、経営環境の変化が早く、人員需要の変化も激しい。余剰人員はいつの時代も発生するものであるが、従来は、配置転換や自然減でこれに対応していた。しかし、こうした手法は時代のテンポにそぐわなくなってきている。これまで「雇用」へは不可侵が大原則であったが、人員削減といった手段の必要性が高まっている。
年功序列にとらわれない人事システム

現在のビジネス環境を見ると均質性から新しい価値が生まれるのは困難であると考えられる。したがって、多様で優秀な人材を適正に評価し、登用する必要性も高まっている。これまでの年功序列にとらわれない人事システムが重要である。
(3) 企業成長のために
リストラの解禁
ＩＴバブル崩壊を期に、中村は早期退職の希望者を募集する形で一万三千人のリストラを敢行した。もちろん、希望者には手厚い待遇を付与している。グループ全体からすればその割合は決して大きくないが、リストラがタブーでなくなったことが後々大きな意味を持ってくるだろう。
チームありきの個人の評価
松下は、新賃金制度を挿入した。今後、企業を成長させるに当たり多様で優秀な人材登用を見据えてのことである。新賃金制度の本質は、福島伸一常務によれば、成果主義ではなく実力主義である。詳述は避けるが、チームの実績に基づいて個人を評価することで成果主義とは明確な線引きをしている。
若手に機会を与える
中村は若手のやる気があり優秀な人材に、活躍の機会を与える努力を試みる。その一部が、幹部候補生の大幅な低年齢化や社内起業家支援制度である。これらは松下への利益に貢献するとともに、社内に刺激を与える意識改革も促している。

6． グループ再編の図
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